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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ヒートシール可能なシール層を含む可撓性プラスチックフィルムを、前記シール層が対
向するように重ね合わせた状態で、前記可撓性プラスチックフィルムの周縁部をヒートシ
ールすることによって成形された、前記シール層を内層とする矩形袋状のバッグ本体と、
　前記周縁部のヒートシールによって形成され、薬液が収容される収容部を区画するシー
ル部と、
　前記収容部の中間部分のヒートシールによって形成され、一端および他端が前記周縁部
に接続されて、前記収容部を上部収容室と下部収容室とに区画する易剥離シール部とを備
え、
　前記シール層が、結晶融点Ｔｍが１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィン
ランダムコポリマーと、結晶融点Ｔｍが１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーと
を混合することによって調製される混合物からなり、
　ＪＩＳ　Ｚ０２３７に記載の１８０度引きはがし法に従って測定される前記易剥離シー
ル部の剥離強度が、前記シール部の剥離強度よりも小さく、３．９２～５．８８Ｎ／１５
ｍｍであることを特徴とする、複室輸液バッグ。
【請求項２】
　前記ポリプロピレンホモポリマーが、前記混合物に対して５～３０重量％の割合で含有
されることを特徴とする、請求項１に記載の複室輸液バッグ。
【請求項３】



(2) JP 4460372 B2 2010.5.12

10

20

30

40

50

　前記ポリプロピレンホモポリマーが、融点が１６０℃を超え、１７０℃以下であり、ア
イソタクチックペンタッド分率が０．９７以上であることを特徴とする、請求項１または
２に記載の複室輸液バッグ。
【請求項４】
　さらに、前記シール層の外側に形成され、ポリプロピレンを含む層を有することを特徴
とする、請求項１～３のいずれかに記載の複室輸液バッグ。
【請求項５】
　さらに、前記シール層の外側に形成される第１柔軟層と、前記第１柔軟層の外側に形成
される補強層と、前記補強層の外側に形成される第２柔軟層と、前記第２柔軟層の外側に
形成される最外層と、を備え、
　前記第１柔軟層が、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物からなり、前記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが、第１柔
軟層の全体に対して３０～５０重量％の割合で含有され、
　前記補強層が、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィンランダムコ
ポリマー、プロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーおよびポリ環状オレフィンか
らなる群より選ばれる少なくとも１種のポリマーからなり、
　前記第２柔軟層が、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物からなり、前記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが、第２柔
軟層の全体に対して３０～５０重量％の割合で含有され、
　前記最外層が、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィンランダムコ
ポリマーおよびプロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーからなる群より選ばれる
少なくとも１種のポリマーからなる
ことを特徴とする、請求項１～３のいずれかに記載の複室輸液バッグ。
【請求項６】
　前記第１柔軟層および第２柔軟層の厚さが、それぞれ、フィルム全体の厚さの３０～４
０％であることを特徴とする、請求項５に記載の複室輸液バッグ。
【請求項７】
　前記易剥離シール部が、結晶融点Ｔｍが１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレ
フィンランダムコポリマーの結晶融点Ｔｍよりも高く、結晶融点Ｔｍが１６０℃を超える
ポリプロピレンホモポリマーの結晶融点Ｔｍよりも低い温度でヒートシールすることによ
って形成されていることを特徴とする、請求項１～６のいずれかに記載の複室輸液バッグ
。
【請求項８】
　１２１℃で滅菌処理が施されていることを特徴とする、請求項１～７のいずれかに記載
の複室輸液バッグ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、１２０℃を超える高温での滅菌処理後においても、易剥離シール部分の機能
を維持することができる複室輸液バッグに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、複数の成分を分離して収容しておき、使用時に容器内で混合させることができる
複室容器が、例えば輸液バッグなどの医療分野において用いられている。
　複室容器は、可撓性を有するプラスチック容器に複数の収容室を設けて、収容室間を、
いわゆる易剥離シール部で区切ったものであって、この易剥離シール部のシール強度は、
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収容室を押圧することによって圧が加わると、剥離するように調節されている。また、易
剥離シール部は、一般に、相溶性が乏しく、融点が異なる２種以上の樹脂混合物からなる
フィルムをヒートシールすることによって形成されており、輸液バッグなどの医療分野に
用いられる容器の場合は、人体に対する安全性や医薬などに対する安定性が確立されてい
るポリエチレンとポリプロピレンとの混合樹脂を用いて形成されている（特許文献１）。
【０００３】
　ところが、例えば、高カロリー輸液、腹膜透析液、灌流液、外科手術用の洗浄液などを
収容する医療用容器においては、１２０℃以上の高温での滅菌を要する場合があり、この
ような場合には、滅菌処理温度がポリエチレンの融点を超えることになり、滅菌処理を実
施することで、容器の変形、易剥離シール部の剥離強度の上昇といった問題が生じる。
　一方、特許文献２には、１２０℃以上で滅菌処理を実施したときであっても易剥離シー
ル部の機能を維持することを目的として、易剥離シール部を形成する容器の最内層を、結
晶融点Ｔmが１２１～１４０℃であるシンジオタクチックポリプロピレンと、アイソタク
チックペンタッド分率が０．９６以下で、結晶融点Ｔmが１４０～１６０℃であるポリプ
ロピレンとの混合物で形成した複室容器が提案されている（特許文献２）。
【特許文献１】特許第２６７５０７５号公報
【特許文献２】特開２０００－５２７６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献２に記載の医療用容器のように、容器の最内層を、結晶融点Ｔ

mが異なる２種のポリプロピレンの混合物で形成した場合であっても、結晶融点Ｔmが高い
ポリプロピレンの結晶融点Ｔmが１６０℃以下である場合には、後述する実施例より明ら
かなように、易剥離シールを形成することができるヒートシール温度の許容範囲が１℃と
極めて狭くなる問題がある。それゆえ、易剥離シールを形成するには、ヒートシール温度
を厳密に管理する必要が生じて、製造工程が複雑化する問題がある。また、ヒートシール
温度のわずかな変化によって易剥離シールの易剥離性が損なわれることから、製品の歩留
まりが低下する問題もある。
【０００５】
　しかも、特許文献２に記載の医療用容器は、耐熱性が十分ではなく、高温滅菌処理を実
施することによって、ブロッキングを発生するおそれがある。
　そこで、本発明の目的は、耐熱性に優れ、易剥離シールを形成することができるヒート
シール温度の許容範囲が広い複室輸液バッグを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　　上記目的を達成するために、本発明は、
（１）　ヒートシール可能なシール層を含む可撓性プラスチックフィルムを、前記シール
層が対向するように重ね合わせた状態で、前記可撓性プラスチックフィルムの周縁部をヒ
ートシールすることによって成形された、前記シール層を内層とする矩形袋状のバッグ本
体と、
　前記周縁部のヒートシールによって形成され、薬液が収容される収容部を区画するシー
ル部と、
　前記収容部の中間部分のヒートシールによって形成され、一端および他端が前記周縁部
に接続されて、前記収容部を上部収容室と下部収容室とに区画する易剥離シール部とを備
え、
　前記シール層が、結晶融点Ｔｍが１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィン
ランダムコポリマーと、結晶融点Ｔｍが１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーと
を混合することによって調製される混合物からなり、
　ＪＩＳ　Ｚ０２３７に記載の１８０度引きはがし法に従って測定される前記易剥離シー
ル部の剥離強度が、前記シール部の剥離強度よりも小さく、３．９２～５．８８Ｎ／１５
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ｍｍであることを特徴とする、複室輸液バッグ、
（２）　前記ポリプロピレンホモポリマーが、前記混合物に対して５～３０重量％の割合
で含有されることを特徴とする、前記（１）に記載の複室輸液バッグ、
（３）　前記ポリプロピレンホモポリマーが、融点が１６０℃を超え、１７０℃以下であ
り、アイソタクチックペンタッド分率が０．９７以上であることを特徴とする、前記（１
）または（２）に記載の複室輸液バッグ、
（４）　さらに、前記シール層の表面に形成され、ポリプロピレンを含む層を有すること
を特徴とする、前記（１）～（３）のいずれかに記載の複室輸液バッグ、
（５）　さらに、前記シール層の外側に形成される第１柔軟層と、前記第１柔軟層の表面
に形成される補強層と、前記補強層の外側に形成される第２柔軟層と、前記第２柔軟層の
表面に形成される最外層と、を備え、
　前記第１柔軟層が、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物からなり、前記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが、第１柔
軟層の全体に対して３０～５０重量％の割合で含有され、
　前記補強層が、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィンランダムコ
ポリマー、プロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーおよびポリ環状オレフィンか
らなる群より選ばれる少なくとも１種のポリマーからなり、
　前記第２柔軟層が、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物からなり、前記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが、第２柔
軟層の全体に対して３０～５０重量％の割合で含有され、
　前記最外層が、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィンランダムコ
ポリマーおよびプロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーからなる群より選ばれる
少なくとも１種のポリマーからなる
ことを特徴とする、前記（１）～（３）のいずれかに記載の複室輸液バッグ、
（６）　前記第１柔軟層および第２柔軟層の厚さが、それぞれ、フィルム全体の厚さの３
０～４０％であることを特徴とする、前記（５）に記載の複室輸液バッグ、
（７）　前記易剥離シール部が、結晶融点Ｔｍが１３５～１４５℃であるプロピレン・α
－ランダムオレフィンコポリマーの結晶融点Ｔｍよりも高く、結晶融点Ｔmが１６０℃を
超えるポリプロピレンホモポリマーの結晶融点Ｔｍよりも低い温度でヒートシールするこ
とによって形成されていることを特徴とする、前記（１）～（６）のいずれかに記載の複
室輸液バッグ、
（８）　１２１℃で滅菌処理が施されていることを特徴とする、前記（１）～（７）のい
ずれかに記載の複室輸液バッグ、
を提供するものである。
【０００７】
　本発明において、結晶融点Ｔmとは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）によって求められた
融解ピ－ク温度Ｔpmを示す（ＪＩＳ　Ｋ　７１２１参照）。
　また、本発明において、「アイソタクチックペンタッド（ｉｓｏｔａｃｔｉｃ　ｐｅｎ
ｔａｄ）分率」とは、プロピレンの重合体中において、プロピレンユニットが５つ連続し
てアイソタクチックに結合している割合（％，ｍｍｍｍ構造の含有割合）をいう。このア
イソタクチックペンタッド分率は、ポリプロピレンについての13Ｃ－ＮＭＲスペクトルの
ピークの帰属に基づいて、ｍ（ｍｍｍｍ）ｍ、ｍ（ｍｍｍｍ）ｒ、および、ｒ（ｍｍｍｍ
）ｒの３つのヘプタッド分率の和として算出される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムによれば、輸液バッグなどの容器を形成した場合
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に、その耐熱性を優れたものとすることができる。また、本発明の可撓性プラスチックフ
ィルムを用いて、易剥離シール部を備える容器を形成した場合であって、この容器に対し
て、１２０℃以上の高温で滅菌処理を実施した場合であっても、易剥離シールの易剥離性
が損なわれることがない。しかも、本発明の可撓性プラスチックフィルムを用いて易剥離
シール部を形成する場合において、易剥離シール部を形成するヒートシール温度には、工
業的生産上、有意な温度幅（許容範囲）を得ることができる。
【０００９】
　従って、本発明の可撓性プラスチックフィルムおよびそれを用いた容器は、例えば、高
温蒸気滅菌処理を要する医療用容器において、とりわけ、易剥離シールを有する複室容器
において好適である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムは、ヒートシール可能なシール層を含んでおり、
このシール層が、結晶融点Ｔmが１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンラ
ンダムコポリマーと、結晶融点Ｔmが１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーとの
混合物からなっている。
　シール層を形成する融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダ
ムコポリマーの融点は、好ましくは、１３６～１４０℃であり、より好ましくは、１３７
～１３９℃である。
【００１１】
　シール層を形成するプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーの融点が１３５℃
を下回ると、可撓性プラスチックフィルムおよびそれを用いた容器の耐熱性が低下して、
ブロッキングを生じやすくなる。一方、シール層を形成するプロピレン・α－オレフィン
ランダムコポリマーの融点が１４５℃を超えると、易剥離シール部を形成することができ
るシール温度の範囲が狭くなって、易剥離シール部を備える容器の工業的生産性が低下す
る。また、シール層を形成するプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーの融点が
１４５℃を超えることによって、可撓性プラスチックフィルムおよびそれを用いた容器の
柔軟性が低下する。
【００１２】
　上記融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーの
プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーにおけるα－オレフィンとしては、例え
ば、エチレン、または、例えば、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル
－１－ペンテンなどの炭素数４～６のα－オレフィンが挙げられる。
　上記プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーにおいて、α－オレフィンの含有
割合は、特に限定されるものではないが、好ましくは、１～５重量％である。また、上記
プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーについて、分子量、重合度、分子量分布
などの範囲は特に限定されるものではなく、融点を上記範囲に設定することができる範囲
において、適宜選択できる。
【００１３】
　上記プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーとしては、好ましくは、プロピレ
ン・エチレンランダムコポリマーであって、エチレンの含有割合が１～３重量％であるも
のが挙げられる。
　シール層を形成する融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーの融点は、好
ましくは、１６０℃を超え、１７０℃以下であり、より好ましくは、１６１～１６５℃で
ある。
【００１４】
　シール層を形成するポリプロピレンホモポリマーの融点が１６０℃以下になると、易剥
離シール部を形成することができるシール温度の範囲が狭くなって、易剥離シール部を備
える容器の工業的生産性が低下する。一方、シール層を形成するポリプロピレンホモポリ
マーの融点の上限は、特に限定されるものではないが、融点が１７０℃を超えると、可撓
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性プラスチックフィルムの柔軟性が低下するおそれがある。
【００１５】
　上記融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーのポリプロピレンホモポリマ
ーとしては、アイソタクチックペンタッド分率が、好ましくは、０．９７以上である。ア
イソタクチックペンタッド分率が０．９７以上であるポリプロピレンは、その立体規則性
が極めて高く、融点が高い。一方、アイソタクチックペンタッド分率が０．９７を下回る
ポリプロピレンには、融点が１６０℃を超えるものが少なくなる。
【００１６】
　また、上記ポリプロピレンホモポリマーについて、分子量、重合度、分子量分布などの
範囲は特に限定されるものではなく、融点を上記範囲に設定することができる範囲におい
て、適宜選択できる。
　シール層を形成する、融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンラン
ダムコポリマーと、融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーとの混合物にお
いて、上記混合物における上記ポリプロピレンホモポリマーの含有割合は、好ましくは、
５～３０重量％であり、より好ましくは、１０～２０重量％である。融点が１６０℃を超
えるポリプロピレンホモポリマーの含有割合が、上記混合物に対して３０重量％を超える
と、可撓性プラスチックフィルムおよびそれを用いた容器の柔軟性が低下するおそれがあ
る。一方、融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーの含有割合が、上記混合
物に対して５重量％を下回ると、可撓性プラスチックフィルムの易剥離性が低下するおそ
れがあり、また、易剥離シール部を形成することができるヒートシール温度の許容範囲が
狭くなるおそれがある。
【００１７】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムには、例えば、
・上記シール層のみからなる単層フィルムと、
・上記シール層と、上記シール層の表面に形成され、ポリプロピレンを含む層と、を有す
る多層フィルムと、
が挙げられる。
【００１８】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムを上記単層フィルムとする場合において、フィル
ムの厚みは、フィルムに要求される可撓性、柔軟性を維持できる範囲であれば特に限定さ
れるものではないが、好ましくは、１５０～３５０μｍであり、より好ましくは、２００
～３００μｍである。
　上記単層フィルムは、結晶融点Ｔmが１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフ
ィンランダムコポリマーと、結晶融点Ｔmが１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマ
ーとを混合し、公知の成形法によって、例えば、Ｔダイ押出し成形法、インフレーション
成形法などによって、上記シール層を成形することによって製造できる。
【００１９】
　上記のいずれの成形法においても、結晶融点Ｔmが１３５～１４５℃であるプロピレン
・α－オレフィンランダムコポリマーと、結晶融点Ｔmが１６０℃を超えるポリプロピレ
ンホモポリマーとの混合物が溶融する温度で成形する必要があるが、成形温度が高すぎる
と、プラスチックの一部が熱劣化を起こすおそれがある。それゆえ、上記単層フィルムの
成形温度は、これに限定されるものではないが、好ましくは、２００～２３０℃である。
【００２０】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムを上記多層フィルムとする場合において、その具
体的な層構成としては、例えば、
（ｉ）　上記シール層と、上記シール層の表面に形成される第１柔軟層と、上記第１柔軟
層の表面に形成される最外層と、を備える多層フィルム、
（ｉｉ）　上記シール層と、上記シール層の表面に形成される第１柔軟層と、上記第１柔
軟層の表面に形成される補強層と、上記補強層の表面に形成される第２柔軟層と、上記第
２柔軟層の表面に形成される最外層と、を備える多層フィルム、
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が挙げられる。
【００２１】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムを多層フィルムとする場合において、多層フィル
ムを形成する他のフィルムとしては、滅菌処理に耐え得る耐熱性を有するフィルムである
こと以外は特に限定されるものではなく、例えば、ポリオレフィン、ポリ環状オレフィン
、ポリエステル、ポリアミドなどの熱可塑性プラスチックのフィルムから適宜選択するこ
とができる。
【００２２】
　ポリオレフィンとしては、例えば、ホモポリエチレン、エチレン・α－オレフィンコポ
リマー、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー
、プロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーなどが挙げられる。
　上記エチレン・α－オレフィンコポリマーのα－オレフィンとしては、例えば、プロピ
レン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテンなどの炭素
数３～６のα－オレフィンが挙げられる。
【００２３】
　上記プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーおよびプロピレン・α－オレフィ
ンブロックコポリマーのα－オレフィンとしては、例えば、エチレン、または、例えば、
１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテンなどの炭素数４～
６のα－オレフィンが挙げられる。
　ポリ環状オレフィンとしては、例えば、エチレンとジシクロペンタジエン系化合物との
共重合体（またはその水素添加物）、エチレンとノルボルネン系化合物との共重合体（ま
たはその水素添加物）、シクロペンタジエン系化合物の開環重合体（またはその水素添加
物）、２種以上のシクロペンタジエン系化合物（またはその水素添加物）からなる開環共
重合体などのポリ環状オレフィンが挙げられる。
【００２４】
　ポリエステルとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレ
ンテレフタレート（ＰＢＴ）等が挙げられる。
　ポリアミドとしては、例えば、ナイロン－６、ナイロン－６，６、ナイロン－６，１０
等のナイロンが挙げられる。
　上記他のプラスチックフィルムとしては、上記シール層との相溶性や、積層処理のしや
すさの観点から、好ましくは、ポリオレフィンが挙げられ、特に好ましくは、ポリプロピ
レンが挙げられる。
【００２５】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムを多層フィルムとする場合において、その総厚み
は、フィルムの可撓性、柔軟性を維持することができる範囲であれば特に限定されるもの
ではないが、好ましくは、１５０～３５０μｍであり、より好ましくは、２００～３００
μｍである。
　また、上記多層フィルムにおいて、シール層の厚みは、特に限定されるものではないが
、ヒートシールされた周縁部および易剥離シール部の耐熱性や強度を確保するという観点
から、好ましくは、２０～１００μｍであり、より好ましくは、３０～５０μｍである。
【００２６】
　上記第１柔軟層および第２柔軟層（以下、両層をまとめて、単に「柔軟層」という場合
がある。）は、多層フィルムの耐熱性を損なうことなく、フィルム全体に柔軟性を付与す
ることを目的とする層である。
　柔軟層としては、例えば、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレ
ン・α－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからな
る群より選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラ
ストマーとの混合物からなり、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが、柔軟
層全体に対して３０～５０重量％の割合で含有されるものが挙げられる。また、好ましく
は、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーとエチレン・α－オレフィン共重合
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体エラストマーとの混合物からなり、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが
、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーとエチレン・α－オレフィン共重合体
エラストマーとの総量に対して３０～５０重量％の割合で含有されるものが挙げられ、よ
り好ましくは、プロピレン・エチレンランダムコポリマーとエチレン・α－オレフィン共
重合体エラストマーとからなり、上記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーが
、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーとエチレン・α－オレフィン共重合体
エラストマーとの総量に対して３０～５０重量％の割合で含有されるものが挙げられる。
【００２７】
　柔軟層を形成するプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーおよびプロピレン・
α－オレフィンブロックコポリマーにおけるα－オレフィンとしては、シール層を形成す
る融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーにおけ
るα－オレフィンと同じものが挙げられ、好ましくは、エチレンが挙げられる。
　柔軟層を形成するシンジオタクチックポリプロピレンとしては、例えば、メタロセン触
媒を用いて合成されたポリプロピレンなどが挙げられる。
【００２８】
　上記プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α－オレフィンブ
ロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンについて、融点、分子量、重
合度、分子量分布などの範囲は特に限定されるものではないが、柔軟層の柔軟性を維持す
る観点から、融点が１３５～１４５℃程度であることが好ましい。
　柔軟層を形成するエチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーにおけるα－オレフ
ィンとしては、例えば、プロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メ
チル－１－ペンテンなどの炭素数３～６のα－オレフィンが挙げられ、好ましくは、１－
ブテンが挙げられる。
【００２９】
　また、上記エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマーとしては、これに限定され
るものではないが、例えば、密度が０．８８０～０．９１０ｇ／ｃｍ3であることが好ま
しい。
　柔軟層を形成する、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物には、フィルムの柔軟性を調節するという観点から、例えば、スチレン系熱
可塑性エラストマー、融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマー、プロセスオ
イルなどを、適宜配合することができる。
【００３０】
　上記スチレン系熱可塑性エラストマーとしては、例えば、スチレン－エチレン／ブチレ
ン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、スチレン－ブタジエン－スチレンブロック
共重合体（ＳＢＳ）、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体（ＳＩＳ）、マ
レイン酸などで変性された変性ＳＥＢＳ、スチレン－エチレン／プロピレン－スチレンブ
ロック共重合体（ＳＥＰＳ）、スチレン－エチレン／ブチレンブロック共重合体（ＳＥＢ
）、スチレン－エチレン／プロピレンブロック共重合体（ＳＥＰ）などが挙げられる。
【００３１】
　上記融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーとしては、シール層を形成す
る融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーと同じものが挙げられる。
　柔軟層を形成する、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物に対する、上記スチレン系熱可塑性エラストマーまたは上記ポリプロピレン
ホモポリマーの配合割合は、特に限定されるものではないが、上記混合物の総量に対する
上記スチレン系熱可塑性エラストマーまたは上記ポリプロピレンホモポリマーの配合割合
が、１０～３０重量％であることが好ましい。
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【００３２】
　上記プロセスオイルとしては、例えば、パラフィン系プロセスオイル（出光興産（株）
製の商品名「ＰＷ－９０」、「ＰＷ－３８０」、「ＰＳ－９０」など）、オレフィン系プ
ロセスオイル（松村石油（株）製の商品名「Ｐ１８」、「Ｐ３８０」、「Ｐ４６」）が挙
げられる。
　柔軟層を形成する、プロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー、プロピレン・α
－オレフィンブロックコポリマーおよびシンジオタクチックポリプロピレンからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーと、エチレン・α－オレフィン共重合体エラストマ
ーとの混合物に対する、上記プロセスオイルの配合割合は、特に限定されるものではなく
、可撓性プラスチックフィルムの表面にプロセスオイルが滲出する現象を防止し得る範囲
で、適宜設定することができる。
【００３３】
　本発明の可撓性プラスチックフィルムを多層フィルムとする場合において、柔軟層の厚
みは特に限定されるものではないが、好ましくは、フィルム全体の厚みに対して、６０～
８０％である。
　補強層は、例えば、高温の滅菌処理によって上記柔軟層が軟化または流動して、不良品
となることを防止する目的で配置される層である。
【００３４】
　補強層としては、例えば、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィン
ランダムコポリマー、プロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーおよびポリ環状オ
レフィンからなる群より選ばれる少なくとも１種のポリマーからなるものが挙げられる。
　補強層を形成するポリプロピレンホモポリマーとしては、例えば、シール層を形成する
融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーなどが挙げられる。
【００３５】
　補強層を形成するプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーおよびプロピレン・
α－オレフィンブロックコポリマーにおけるα－オレフィンとしては、シール層を形成す
る融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーにおけ
るα－オレフィンと同じものが挙げられ、好ましくは、エチレンが挙げられる。
　ポリ環状オレフィンとしては、上記したのと同じものが挙げられる。また、これに限定
されるものではないが、ガラス転移温度が１００～１７０℃であるものが好ましい。
【００３６】
　可撓性プラスチックフィルムの柔軟性の維持を重視する場合には、補強層として、上記
融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーを用いる
ことが好ましい。一方、可撓性プラスチックフィルムのフィルム強度や耐熱性を重視する
場合には、補強層として、上記融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマー、ま
たは、ポリ環状オレフィンを使用することが好ましい。
【００３７】
　補強層の厚みは、特に限定されるものではないが、好ましくは、可撓性プラスチックフ
ィルム全体の厚みに対し、３～１５％である。
　最外層は、例えば、高温の滅菌処理によって上記柔軟層が軟化または流動し、不良品と
なることを防止する目的で配置される層である。
　最外層としては、例えば、ポリプロピレンホモポリマー、プロピレン・α－オレフィン
ランダムコポリマーおよびプロピレン・α－オレフィンブロックコポリマーからなる群よ
り選ばれる少なくとも１種のポリマーからなるものが挙げられる。
【００３８】
　最外層を形成するポリプロピレンホモポリマーとしては、例えば、シール層を形成する
融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマーなどが挙げられる。
　補強層を形成するプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーおよびプロピレン・
α－オレフィンブロックコポリマーにおけるα－オレフィンとしては、シール層を形成す
る融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマーにおけ
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るα－オレフィンと同じものが挙げられ、好ましくは、エチレンが挙げられる。
【００３９】
　最外層を形成するプラスチックフィルムの組成は、可撓性プラスチックフィルム全体の
強度、耐熱性、柔軟性などを鑑みて、適宜決定することができる。
　上記の多層フィルムは、上記シール層、第１柔軟層および補強層、または、上記シール
層、第１柔軟層、補強層、第２柔軟層および最外層を、公知の押出しラミネーションによ
って、例えば、Ｔダイ共押出し成形法、多層インフレーション成形法などによって、成形
、積層することによって製造できる。
【００４０】
　上記のいずれの成形法においても、各層を構成するプラスチックが溶融する温度で成形
する必要があるが、成形温度が高すぎると、プラスチックの一部が熱劣化を起こすおそれ
がある。それゆえ、上記の多層フィルムの成形温度は、これに限定されるものではないが
、好ましくは、２００～２３０℃である。
　本発明の容器１０は、例えば、図１に示すように、上記可撓性プラスチックフィルムを
、そのシール層が対向するように重ね合わせた状態で、その周縁部をヒートシールするこ
とによって形成されるシール部１２を備えているものである。
【００４１】
　上記容器は、具体的には、例えば、
・Ｔダイ法により押出し成形された上記単層フィルムを２枚重ね合わせ、その周縁部をヒ
ートシールすることによりシール部を形成して、袋状または筒状に成形することによって
、
・Ｔダイ法により共押出し成形された上記多層フィルム２枚を、それぞれのシール層を向
かい合わせて重ね合わせ、その周縁部をヒートシールすることによりシール部を形成して
、袋状または筒状に成形することによって、
・インフレーション成形された上記単層フィルムを折り重ね、その周縁部をヒートシール
することによりシール部を形成して、袋状または筒状に成形することによって、または、
・シール層を内側にして多層インフレーション成形された上記多層フィルムを折り重ね、
その周縁部をヒートシールすることによりシール部を形成して、袋状または筒状に成形す
ることによって、
製造することができる。
【００４２】
　周縁部のヒートシール条件は、これに限定されるものではないが、１７０℃以上、好ま
しくは、１８０～２００℃で、３～５秒程度である。
　上記容器に易剥離シールを設ける場合において、易剥離シールを形成する際のヒートシ
ール温度は、上記の融点が１３５～１４５℃であるプロピレン・α－オレフィンランダム
コポリマーの融点よりも高く、上記の融点が１６０℃を超えるポリプロピレンホモポリマ
ーの融点よりも低い温度に設定される。
【００４３】
　易剥離シールを形成する際のヒートシール条件は、例えば、容器に対して１２１℃で滅
菌処理を施した後においても、易剥離シールの剥離強度を３．９２～５．８８Ｎ／１５ｍ
ｍ（約０．４～０．６ｋｇｆ／１５ｍｍ）の範囲に設定することができるように、適宜、
設定される。具体的なヒートシール条件としては、好ましくは、１４０～１５５℃、より
好ましくは、１４０～１４５℃で、４～５秒程度である。
【００４４】
　なお、上記剥離強度は、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７「粘着テープ・粘着シート試験方法」に
記載の方法（１８０度引きはがし法）に従って測定したものである。この剥離強度は、可
撓性プラスチックフィルムを、易剥離シール部分を起点として、幅１５ｍｍで切り取り、
こうして得られた測定試料の一対のフィルム部分を、互いに１８０°の方向で、２００ｍ
ｍ／分の速度で引っ張って、易剥離シールが剥離したときの強度（Ｎ／１５ｍｍ）として
測定される。
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【００４５】
　本発明の容器は、１２１℃での滅菌処理に供することができる。
【実施例】
【００４６】
　以下、実施例および比較例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれに
限定されるものではない。
　下記の実施例および比較例で使用したフィルム形成材料の略号と、物性、製造元、商品
名などを以下に示す。
　ＰＰ１：ポリプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー（結晶融点Ｔm１３８℃
、三井化学製の商品名「三井ポリプロ　Ｆ３２７」）
　ＰＰ２：ポリプロピレンホモポリマー（結晶融点Ｔm１６３℃、アイソタクチックペン
タッド分率０．９７、三井化学製の商品名「三井ポリプロ　Ｊ１０３」）
　ＰＰ３：ポリプロピレン・α－オレフィンランダムコポリマー（結晶融点Ｔm１３０℃
、三井化学製の商品名「三井ポリプロ　Ｆ３３７」）
　ＰＰ４：ポリプロピレンホモポリマー（結晶融点Ｔm１６０℃、アイソタクチックペン
タッド分率０．９６、三井化学製の商品名「三井ポリプロ　Ｆ１０７」）
　ＣＯＰ：ノルボルネン系単量体の開環重合体の水素添加物（比重１．０１、ガラス転移
温度１０５℃、日本ゼオン（株）製「ゼオノア（登録商標）１０２０Ｒ」）
　ＰＥＥ：エチレン・１－ブテン共重合体（密度０．８８５ｇ／ｃｍ3、三井化学（株）
製「タフマー（登録商標）Ａ０５８５Ｘ」）
　実施例１および比較例１～３
　下記表１に示す層構成の可撓性プラスチックフィルムを製造し、さらにそのフィルムを
用いて、図１に示す容器（輸液バッグ）１０を製造した。
【００４７】
　実施例１および比較例１～３で製造した可撓性プラスチックフィルムは、一方の表面か
ら順に、シール層、第１柔軟層、補強層、第２柔軟層および最外層の合計５つの層を積層
したものであって、各層の厚みは、シール層から順に、３０μｍ、９０μｍ、２０μｍ、
９０μｍおよび２０μｍとなるように設定した。
　また、上記可撓性プラスチックフィルムは、多層インフレーション法によって、シール
層を内層とするインフレーションフィルムとして成形した。
【００４８】
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【表１】

【００４９】
　表１に示す層構成を有するインフレーションフィルムを、所定の長さに切り取って、そ
の周縁部を１９５℃で、５秒間ヒートシールして、シール部１２を形成することによって
、可撓性を有する容器（輸液バッグ）１０を製造した（図１参照）。
　また、この容器１０には、収容室１３の中間部分を１４０～１４５℃で、４．５秒間ヒ
ートシールすることによって、易剥離シール部１１を形成した。易剥離シール部１１の形
成は、各実施例および比較例において、シール温度を変えて実施した。その際、シール温
度は、１２２～１５２℃の範囲で、０．１℃ピッチで変更した。
【００５０】
　容器１０の口部材１４には、ポリエチレンからなる外枠体と、スチレン系熱可塑性エラ
ストマーからなる栓体とを備えるポート型の口部材を使用した。
　次に、容器の上部収容室１３ａに生理食塩水７２０ｍＬを充填し、下部収容室１３ｂに
生理食塩水１２８０ｍＬを充填して、密封した後、１２１℃で、２０分間、高圧蒸気滅菌
を施した。また、滅菌処理後の易剥離シール１１の剥離強度（Ｎ／１５ｍｍ，ＪＩＳ　Ｚ
　０２３７）を、（株）島津製作所製のオートグラフを使用して測定した。
【００５１】
　上記測定の結果、滅菌処理後においても、易剥離シールの剥離強度を３．９２～５．８
８Ｎ／１５ｍｍの範囲に維持することができたヒートシールの温度範囲（℃）と、その温
度幅で示される許容温度（℃）を求めた。
　以上の結果を表２に示す。
【００５２】
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【表２】

【００５３】
　表２に示すように、実施例１の可撓性プラスチックフィルムで作製された容器は、いず
れも、易剥離シールの許容シール温度範囲が２℃以上であった。
　これに対し、比較例３の可撓性プラスチックフィルムは、シール温度範囲が１３１．０
～１３２．０℃であって、その許容範囲が１．０℃と極めて狭いことから、シール温度の
制御が難しく、不良品が生じやすくなって、歩留まりが低下した。
【００５４】
　また、比較例１および２の可撓性プラスチックフィルムにおいては、滅菌処理後に、容
器の内面同士が溶着するブロッキング現象や、易剥離シールの剥離強度の上昇による易剥
離性の低下が生じた。
　実施例２～８
　下記表３に示す層構成であること以外は、実施例１と同様にして、可撓性プラスチック
フィルムを製造し、さらにそのフィルムを用いて、実施例１と同様にして、図１に示す容
器（輸液バッグ）１０を製造した。
【００５５】
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【表３】

【００５６】
　上記実施例２～８の可撓性プラスチックフィルムを用いて製造された容器（輸液バッグ
）１０について、実施例１と同様に、易剥離シール部を形成するシール温度を変えつつ、
そのときの剥離強度（Ｎ／１５ｍｍ）を測定した。その結果、易剥離シールの剥離強度を
３．９２～５．８８Ｎ／１５ｍｍの範囲に維持することができたヒートシールの許容温度
（℃）の範囲は、実施例２～８のいずれについても、２℃以上であった。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】容器の一実施形態を示す正面図である。
【符号の説明】
【００５８】
１０　容器（輸液バッグ）
１１　易剥離シール部
１２　シール部
１３　収容室
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